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２－２ 住宅確保要配慮者の属性ごとの居住支援 

（１）高齢者世帯 

①高齢者世帯向け住宅の供給 

  高齢者向け住宅（サービス付き高齢者向け住宅、高齢者向け優良賃貸住宅、シル

バーハウジング、有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム等をいう。以

下同じ。）については、高齢者（65歳以上。以下同じ。）人口の４％を目安として、

令和７年度末までに 10 万戸の供給をめざしており（大阪府高齢者・障がい者住宅

計画 平成 29年３月）、令和３年３月末時点で 95,975戸（達成率 95.9％）と順調

に供給が進んでいます。 

 

 

 

高齢者向け住宅が所在する市町村には偏りがありますが、地域（高齢者保健福祉

圏）別に高齢者人口と比較すると、どの地域においても一定量が供給されています。 
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  介護保険施設等の整備についても、大阪府高齢者計画で定めた目標に対し、概ね

順調に進んでいます。 
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※令和 2年度末実績値は集計中 

 

 

②サービス付き高齢者向け住宅の供給 

 サービス付き高齢者向け住宅の供給量 

サービス付き高齢者向け住宅は、所在する市町村には偏りがありますが、地域（高
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齢者保健福祉圏）別に高齢者人口と比較すると、どの地域においても一定量が供給

されています。 

 

 

また、大阪圏の特徴として、南部に入居者の介護度が高いサービス付き高齢者向

け住宅が多く、地価の高い大阪中心部には少ない状況にあります。 

 
出典：第４回サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会資料〔2020.1.28 三浦研究室〕（国土交通省） 
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大阪府では、サービス付き高齢者向け住宅への入居を検討する高齢者等の多様

なニーズに対応するため、自律型サービス付き高齢者向け住宅、併設施設地域開

放型サービス付き高齢者向け住宅の登録を進めていますが、ともに登録件数は伸

びていない状況です。 
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サービス付き高齢者向け住宅の入居率 

サービス付き高齢者向け住宅の入居率は、国土交通省の調査によると開設後２年

を経過すると安定するとされています。 

大阪府の定期報告によると、府内の平均入居率は 90.7％、開設後２年未満を除く

と 93.6％となっています（令和２年９月末時点）。 

 

 

 

サービス付き高齢者向け住宅の整備費補助における市町村意見 

国土交通省のサービス付き高齢者向け住宅に対する整備費補助金の採択時には、

市町村が意見する機会が２段階で設けられています。補助金交付申請に際して意見

聴取手続きを必要とするか否かをあらかじめ定め、必要とする場合には個別物件ご

とに意見を回答することができます。個別物件ごとの意見聴取において、市町村が

サービス付き高齢者向け住宅の整備に反対する場合には、国土交通省が整備費補助

金の採択を行わないとする運用がなされています。 

大阪府内で意見聴取を必要としているのは 19 市町、不要としているのは 24 市

町村です（令和３年４月時点）。意見聴取を必要としている市町においても、多く

の場合は個別物件ごとの意見聴取の際に「意見無し」と回答していますが、「意見

聴取のあったサービス付き高齢者向け住宅を開設しても、市の高齢者人口当たりの

高齢者向け住宅の割合の 3％～5％の範囲内であり、市では適正な供給となってい
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る」や「入居者の介護の重度化や医療処置が必要となった場合に備えて、必要なサ

ービスが提供されるよう医療機関・介護施設との適切な連携体制を整備すること」

と回答している例もあります。 

 

 

 

既存ストックを改修したサービス付き高齢者向け住宅の整備 

国土交通省によると、空き家等の既存ストックの改修によるサービス付き高齢者

向け住宅の供給は、６％弱（令和２年３月 31 日時点）にとどまっています。改修

の課題について、用途変更しやすい既存ストック（寄宿舎、有料老人ホーム、病院

など）が少なくバリアフリー基準適合などに費用がかかる、スプリンクラー設置費

用がかかる、改修工事において予期しない追加が発生するリスクがあることが挙げ

られています。 
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サービス付き高齢者向け住宅と連携している介護保険サービス 

サービス付き高齢者向け住宅や住宅型有料老人ホームにおいては、利用者本位で

はない過剰な介護保険サービスを行っている事業者があるのではないかとの指摘

があります。 

サービス付き高齢者向け住宅における賃貸住宅事業と、連携している介護保険サ

ービス事業が、それぞれ独立して採算が合う事業となることが、適正な事業運営に

つながると考えられます。このため、国土交通省の整備費補助金の審査において、

令和３年度からは、要介護度別の家賃等の設定を行う住宅は補助対象としないこと

になりました。また、これまで整備費補助を受ける場合を除き任意に公開されてい

た医療機関連携や看取りなどの運営情報が、令和３年度から登録事項として順次情

報公開されることとなっています。 
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